
主な個別補助制度①

道路メンテナンス事業補助制度

○○市
橋梁

長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

○○市
トンネル

長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

○○市
道路附属物等
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

橋梁 トンネル 道路附属物等

無電柱化推進計画事業補助制度

「無電柱化の推進に関する法律」に基づき国により策定された「無電柱
化推進計画」に定めた目標の確実な達成を図るため、地方公共団体に
おいて定める推進計画に基づく事業を計画的かつ集中的に支援

広域ネットワークを形成する等の性質に鑑みた高規格道路の整備及び、国土交通大臣が物流上重要な道路輸送網として指定する「重要物流道路」の整備
について計画的かつ集中的に支援

物流の効率化など生産性向上に資する空港・港湾等へのアク
セス道路の整備について計画的かつ集中的に支援

IC・空港・港湾等アクセス道路補助イメージ

港湾への
アクセス道路

空港への
アクセス道路

貨物駅への
アクセス道路

国際戦略港湾、
国際拠点港湾、重要港湾

ジェット化空港

ICへの
アクセス道路

貨物コンテナ取扱駅

IC

都府県境道路整備補助イメージ

高規格道路、スマートＩＣの整備と併せて行われる、地方
公共団体におけるＩＣアクセス道路の整備について計画的
かつ集中的に支援

都府県境を跨ぐ構造物の整備を伴う道路の整備について計画
的かつ集中的に支援

高規格道路・ICアクセス道路等補助制度

道路の点検結果を踏まえ策定される長寿命化修繕計画に基づき実施され
る道路メンテナンス事業（橋梁、トンネル等の修繕、更新、撤去等）に
対し計画的かつ集中的に支援

記載内容
・計画全体の方針
・短期的な数値目標及びその
コスト縮減効果
・個別の構造物ごとの事項
（諸元、点検結果等）

記載内容
・計画全体の方針
・短期的な数値目標及びその
コスト縮減効果
・個別の構造物ごとの事項
（諸元、点検結果等）

記載内容
・計画全体の方針
・短期的な数値目標及びその
コスト縮減効果
・個別の構造物ごとの事項
（諸元、点検結果等）
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交通安全対策補助制度 土砂災害対策道路事業補助制度

重要物流道路等において、砂防事業と連携し
実施する土砂災害対策事業に対し計画的かつ
集中的に支援

主な個別補助制度②

通学路緊急対策
通学路の安全を早急に確保するため、千葉県八
街市における交通事故を受けて実施した通学路
合同点検に基づき、ソフト対策の強化とあわせ
て実施する交通安全対策について計画的かつ集
中的に支援

地区内連携
一定の区域において関係行政機関等や関係住民
の代表者等との間での合意に基づき実施する交
通安全対策を計画的かつ集中的に支援

防護柵の設置 車線の拡幅・歩道の整備ハンプの設置

道路管理者による対策

関係機関等によるソフト対策

【市道路管理者】
物理的デバイスの設置

【市道路管理者】
歩道・防護柵の整備

【県道路管理者】
右折レーンの整備

（通り抜け車両の抑制）

【小学校】
通学路の変更

【ボランティア】
見守り活動

【警察（公安委員会）】
時間帯車両通行禁止

【警察（公安委員会）】
速度規制・取り締まり

交通安全対策補助制度（通学路緊急対策）イメージ

重要物流道路等

小規模化

土砂崩壊等発生危険箇所

道路単独の
土砂災害対策事業

砂防事業と連携した
土砂災害対策施設の整備

踏切道改良計画事業補助制度

踏切拡幅

踏切周辺対策

単独立体交差 歩行者等立体横断施設

交通事故の防止と駅周辺の歩行者等の交通利便性の確保を図るため、
踏切道改良促進法に基づき改良すべき踏切道に指定された踏切道の
対策について計画的かつ集中的に支援

連続立体交差事業補助制度

踏切を除却

道路と鉄道の交差部が連続する鉄道の一定区間を高架化又は地下化する
ことで、交通の円滑化と分断された市街地の一体化による都市の活性化
に資する事業を計画的かつ集中的に支援

踏切を除却

踏切を除却

整備後整備前
バリアフリー対策

（実証実験での設置例）

線路

視覚障害者
誘導用ブロック

踏切道内誘導表示
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道路事業における社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金の重点配分の概要
○社会資本整備総合交付金においては、民間投資・需要を喚起する道路整備により、ストック効果を高め、活力ある地域の形成を支援するとの
考えの下、広域的な道路計画や災害リスク等を勘案し、以下の事業に特化して策定される整備計画に対して重点配分を行う。

○防災・安全交付金においては、国民の命と暮らしを守るインフラ再構築、生活空間の安全確保を図るとの考えの下、以下の事業にそれぞれ特
化して策定される整備計画に対して重点配分を行う。

≪道の駅の機能強化≫
○全国モデル「道の駅」、重点
「道の駅」、「防災道の駅」
の機能強化

○子育て応援等の「道の駅」の機能
強化(衛生環境の改善等を含む)

駅への
アクセス道路

駅の整備と供用時期を連携

工業団地への
アクセス道路

工業団地と供用時期を連携

○駅の整備や工業団地の造成など民間投資と供用時期を連携し、
人流・物流の効率化や成長基盤の強化に資するアクセス道路整備事業

≪ストック効果を高めるアクセス道路の整備≫

社会資本整備総合交付金

≪国土強靱化地域計画に基づく事業≫

○災害時にも地域の輸送等を支える道路の整備や防災・減災に資する事業
のうち、早期の効果発現が見込める事業

法面法枠工 雪崩防止柵

≪子供の移動経路等の生活空間における交通安全対策≫

⇒ナショナルサイクルルートにおける自転車
通行空間整備に対して特に重点的に配分

重要物流道路の代替路や補完路の整備

防災・安全交付金

歩道拡幅

○重要物流道路の脆弱区間の代替路や災害時拠点(備蓄基地・総合病院等)
への補完路として、国土交通大臣が指定した道路の整備事業

⇒ビッグデータを活用した生活道路対策に
対して特に重点的に配分

○通学路交通安全プログラムに基づく
交通安全対策

○未就学児が日常的に集団で移動する
経路における交通安全対策

○鉄道との結節点における歩行空間の
ユニバーサルデザイン化

○地方版自転車活用推進計画に基づく
自転車通行空間整備

自転車通行空間の整備

○歩行者利便増進道路に指定された道路における歩行者の利便増進や地域
の賑わい創出に資する道路事業(立地適正化計画に位置付けられた区域内の事業に限る)

≪歩行者の利便増進や地域の賑わい創出に資する道路事業≫

手洗い所の非接触化

BRT等の走行環境整備

○交通やまちづくりに関する計画に位置付けられた
公共交通の走行環境整備（自動運転を含む）

≪公共交通の走行環境整備≫

非常用発電機

[事業イメージ]
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・災害に強い国土幹線道路ネットワークの構築

⇒高規格道路や直轄国道の開通目標、工事・用地着手などを明示

・道路の老朽化対策
⇒老朽化した橋梁やトンネル等の位置を明示

・高架区間等の緊急避難場所としての活用
⇒直轄国道における避難階段等の整備箇所を明示 等

＜達成目標＞ ・５か年で高規格道路のミッシングリンク約200区間の約3割を改善（全線又は一部供用）

○高規格道路のミッシングリンクの解消及び暫定２車線区間の４車線化、高規格道路と代替機能を発揮する直轄国道との

ダブルネットワークの強化等を推進

○５か年加速化対策の目標を着実に達成するため、地方ブロックごとに具体的な事業進捗見込み等を示した
プログラムを策定し、計画的な事業執行に取り組む

※プログラムの事業進捗等については、必要に応じて見直しを実施

＜達成目標＞ ・５か年で地方管理の要対策橋梁の約7割の修繕に着手

○予防保全による道路メンテナンスへ早期に移行するため、修繕が必要な道路施設（橋梁、トンネル、道路附属物、舗装等）の対策を

集中的に実施

防災・減災、国土強靱化に向けた道路の５か年対策プログラム

防災・減災、国土強靱化に向けた道路の５か年対策プログラム（令和３年４月27日 公表）

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策（令和２年12月11日 閣議決定）

等
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防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策 実施状況

累 計

<4年目>
令和５年度補正等

<３年目>
令和４年度第２次補正

<２年目>
令和３年度補正等

<１年目>
令和２年度第３次補正等

事業規模の目途

<閣議決定時>
区 分

うち国費

[うち公共]
事業規模

うち国費

[うち公共]
事業規模

うち国費

[うち公共]
事業規模

うち国費

[うち公共]
事業規模

事業規模 約12.5兆円

(うち国費 約6.2兆円)

約1.52兆円

[約1.30兆円] 

注３

約3.06兆円
約1.53兆円

[約1.25兆円]
約2.70兆円

約1.52兆円

[約1.25兆円]
約3.02兆円

約1.97兆円

[約1.65兆円]
約4.16兆円

おおむね

15兆円程度

（うち国費は

7兆円台半ば）

防災・減災、国土強靱化のための

５か年加速化対策（加速化・深化分）

事業規模 約10.2兆円約1.17兆円約2.51兆円約1.14兆円約2.12兆円約1.15兆円約2.45兆円約1.54兆円約3.46兆円
おおむね

12.3兆円程度

１ 激甚化する風水害や切迫する

大規模地震等への対策

事業規模 約2.1兆円約0.29兆円約0.49兆円約0.29兆円約0.48兆円約0.30兆円約0.50兆円約0.40兆円約0.68兆円
おおむね

2.7兆円程度

２ 予防保全型メンテナンスへの転

換に向けた老朽化対策

事業規模 約0.2兆円約0.05兆円約0.05兆円約0.10兆円約0.10兆円約0.07兆円約0.07兆円約0.03兆円約0.03兆円
おおむね

0.2兆円程度

３ 国土強靱化に関する施策を効率

的に進めるためのデジタル化等

の推進

【令和6年5月時点の集計】

（注１） 事業規模には財政投融資によるものも含まれる。

（注２） 四捨五入の関係で合計が合わないところがある。

（注３） ５か年加速化対策分のほか、国土強靱化緊急対応枠（3,000億円）を含む。（累計には含まない）

○ 近年、気象災害は激甚化・頻発化しており、大規模地震の発生も切迫。国民の生命・財産を守り、社会の
重要な機能を維持するため、国土強靱化基本計画に基づく取組の推進を図ることを基本としつつ、３分野
123対策について、国土強靱化の取組の更なる加速化・深化を図ることとし、中長期の目標を定め、重点的
かつ集中的に実施して、目標達成年次を前倒し。

５か年加速化対策の推進
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○ 近年の激甚化・頻発化する災害や急速に進む施設の老朽化等に対応するべく、災害に強い国土幹線道路ネット
ワーク等を構築するため、高規格道路ネットワークの整備や老朽化対策等の抜本的な対策を含めて、防災・減災、
国土強靱化の取組の加速化・深化を図ります。

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策（道路関係）

高規格道路のミッシングリンクの解消及び暫定２車線区間の４車線化、
高規格道路と代替機能を発揮する直轄国道とのダブルネットワークの
強化等を推進

被害のない２車線を活用し、交通機能を確保

【暫定2車線区間の4車線化】【国土強靱化に資するミッシングリンクの解消】

ライフサイクルコストの低減や持続可能な維持管理を実現する予防
保全による道路メンテナンスへ早期に移行するため、定期点検等により
確認された修繕が必要な道路施設（橋梁、トンネル、道路附属物、舗装
等）の対策を集中的に実施

【舗装の老朽化事例】

アスファルト舗装ひび割れ床版鉄筋露出

【橋梁の老朽化事例】

遠隔からの道路状況の
確認等、道路管理体制の
強化や、AI技術等の活用
による維持管理の効率
化・省力化を推進

津波等からの緊急避難
場所を確保するため、直
轄国道の高架区間等を活
用し避難施設等の整備を
実施

レーザープロファイラ等
の高度化された点検手法
等により新たに把握され
た災害リスク箇所に対し、
法面・盛土対策を推進

電柱倒壊による道路閉
塞のリスクがある市街地
等の緊急輸送道路におい
て無電柱化を実施

坂路

一時避難
スペース

【緊急避難施設の整備イメージ】 【法面・盛土対策】 【台風等による電柱倒壊状況】 【ＡＩによる画像解析技術の活用】

災害に強い国土幹線道路ネットワークの構築 道路の老朽化対策

高架区間等の緊急避難
場所としての活用

無電柱化の推進
ＩＴを活用した

道路管理体制の強化
道路法面・盛土対策

・5か年で高規格道路のミッシングリンク約200区間の約3割を改善
（全線又は一部供用）
・5か年で高規格道路（有料）の４車線化優先整備区間（約880㎞）の
約5割に事業着手

・5か年で地方管理の要対策橋梁の約7割の修繕に着手

<達成目標>

<達成目標>

令和2年7月豪雨 熊本県道

【渡河部の橋梁流失】

千葉県館山市法面吹付工、落石防止網工

通行止めが長期化する
渡河部の橋梁流失や河川
隣接区間の道路流失等の
洗掘・流失対策等を推進

河川隣接構造物の
流失防止対策

すさみ串本道路
串本太地道路

※事業中区間と
並行する国道42号

津波浸水想定区域を回避

42

すさみ南IC

串本IC
（仮称）

太地IC
（仮称）

E42

E42E42

42：事業中
（すさみ串本道路、
串本太地道路）

：国道４２号

うち浸水
想定区域

42

緊急輸送道路の８割※が
津波浸水想定区域を通過
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2040年、道路の景色が変わる ～人々の幸せにつながる道路～
社会資本整備審議会道路分科会基本政策部会提言

令和2年6月18日

◆意義・目的

道路政策を通じて実現を目指す2040年の日本社会の姿
と政策の方向性を提案するビジョンを策定

●移動の効率性、安全性、環境負荷等の社会的課題

デジタル技術をフル活用して道路を「進化」させ課題解決

●道路は古来、子供が遊び、井戸端会議を行う等の人々の交流の場

道路にコミュニケーション空間としての機能を「回帰」

●「SDGs」や「Society5.0」は「人間中心の社会」の実現を目標

道路政策の原点は「人々の幸せの実現」

公園のような道路 店舗（サービス）の移動

◆基本的な考え方

①通勤・帰宅ラッシュ
が消滅

• テレワークの普及により
通勤等の義務的な移動が
激減

• 居住地から職場までの距
離の制約が消滅し、地方
への移住・居住が増加

②公園のような道路に
人が溢れる

• 旅行、散策など楽しむ移
動や滞在が増加

• 道路がアメニティ空間と
してポテンシャルを発揮

③人・モノの移動が
自動化・無人化

• 自動運転サービスの普及
によりマイカー所有のラ
イフスタイルが過去のも
のに

• eコマースの浸透により、
物流の小口配送が増加し、
無人物流も普及

④店舗(サービス)の移動
でまちが時々刻々と
変化

• 飲食店やスーパーが顧客の
求めに応じて移動し、道路
の路側で営業

• 中山間地では、「道の駅」
と 移動小型店舗が住民に
生活サービスを提供

⑤「被災する道路」から
「救援する道路」に

• 災害モードの道路ネット
ワークが交通・通信・電力
を途絶することなく確保
し、人命救助と被災地復旧
を支援

マイカーを持たなくても便利に安心して
移動できるモビリティサービス

ポストコロナの
新しい生活様式

人口減少社会
デジタルトランス
フォーメーション
（ＤＸ）

災害や気候変動

インフラ老朽化

◆道路の景色が変わる ～５つの将来像～

＜関係する主なSDGs＞
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⑤世界に選ばれる都市へ
卓越したモビリティや賑わいと交流の場を提供する
道路空間が、投資を呼び込む国際都市としての魅力
を向上
・自動運転やMaaSに対応した都市交通システム
・時間帯に応じて用途が変化する路肩

⑥持続可能な物流システム
自動運転トラックによる幹線輸送、ラストマイルに
おけるロボット配送等により自動化・省力化された
物流が、平時・災害時を問わず持続可能なシステム
として機能

・自動運転トラック輸送
・ロボットやドローンによるラストマイル無人輸送

⑦世界の観光客を魅了
日本風景街道、ナショナルサイクルルート、「道の
駅」等が国内外から観光客が訪れる拠点となり、多
言語道案内などきめ細かなサービス提供がインバウ
ンドや外国人定住者の利便性・満足度を向上
・多言語道案内・キャッシュレス化
・オーバーツーリズム対策

⑧災害から人と暮らしを守る道路
激甚化・広域化する災害に対し、耐災害性を備え
た幹線道路ネットワークが被災地への人流・物流
を途絶することなく確保し、人命や経済の損失を
最小化
・災害モードの高速道路
・「道の駅」やSA/PAの防災拠点化

⑨道路交通の低炭素化
電気自動車、燃料電池自動車、公共交通や自転車
のベストミックスによる低炭素道路交通システム
が地球温暖化の進行を抑制
・非接触給電システム
・シェアサイクルシステム

⑩道路ネットワークの長寿命化
新技術の導入により効率化・高度化された予防
保全型メンテナンスにより、道路ネットワークが
持続的に機能
・AIや計測モニタリング技術による点検・診断の自動化・省力化
・除雪や清掃など維持管理作業の自動化

①国土をフル稼働し、国土の恵みを享受
全国を連絡する幹線道路ネットワークと高度な交
通マネジメントにより、日本各地で人々が自由に
居住し、移動し、活動
・自動運転道路ネットワーク
・キャッシュレス料金システム

②マイカーなしでも便利に移動
マイカーなしでも便利に移動できるモビリティ
サービス(MaaS)がすべての人に移動手段を提供
・モビリティ・ハブ
・「道の駅」の無人自動運転乗合サービス

③交通事故ゼロ
人と車両が空間をシェアしながらも、安全で快適
に移動や滞在ができるユニバーサルデザインの道
路が、交通事故のない生活空間を形成
・ライジングボラードによる生活道路への車の進入制限
・歩行者と車が共存する道路

④行きたくなる、居たくなる道路
まちのメインストリートが、行きたくなる、居た
くなる美しい道路に生まれ変わり、賑わいに溢れ
たコミュニティ空間を創出
・地域センターとなる目抜き通りや「道の駅」
・無電柱化、沿道建築物と調和した照明など道路デザインの刷新

◆道路行政が目指す「持続可能な社会の姿」と「政策の方向性」
＜持 続 可 能 な 社 会 の 姿＞

日本全国どこにいても、誰もが自由
に移動、交流、社会参加できる社会

１ 世界と人・モノ・サービスが行き交う
ことで活力を生み出す社会

２ 国土の災害脆弱性とインフラ老朽化を
克服した安全安心して暮らせる社会

３
＜ 政 策 の 方 向 性＞

中山間地域の暮らしを支える道の駅 ロボット配送によりラストマイル輸送を自動化・省力化
BRT(バス高速輸送システム)や自転車等を中心とした

低炭素な交通システム

道路法等改正（R２）

自動運行補助施設

歩行者利便増進道路

特定車両停留施設

特車の新たな通行許可制度

2040年、道路の景色が変わる ～人々の幸せにつながる道路～
社会資本整備審議会道路分科会基本政策部会提言

令和2年6月18日

踏切法等改正（R３）

防災拠点自動車駐車場
踏切道の指定制度

沿道区域の届出・勧告制度

災害復旧等の代行制度
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自動物流道路のあり方 中間とりまとめ

○ 持続可能で、賢く、安全な、全く新しいカーボンニュートラル型の物流革新プラットフォーム

道路空間を活用して専用空間を構築

人口減少 カーボンニュートラル 国際競争力 大規模災害 SDGs

変わる物流

道路空間を多機能空間へ進化させ、自動化・環境など新たな価値を創造

物流のモード間・事業者間を超えた効率化・協調により全体最適を実現

WISENET2050

物流革新

物流モードのシームレスな連結
：低炭素技術を導入し、環境負荷を最小限に抑制等

変わる道路

新しい物流形態「自動物流道路」の構築

デジタル技術を活用して無人化・自動化された輸送手法

① 物流の全体最適化

② 物流モードのシームレスな連結

＜ポイント＞ 自動化により人的リソースの制約を離れた小口・多頻度輸送 → 物流専用の省スペースで安定輸送

輸送と保管を統合したバッファリングで需要の波を平準化 → オフピーク活用など物流全体の効率化

：積替えバリアを解消し、新しいモーダルシフトを実現

③ カーボンニュートラル

：需要平準化・標準化などのロジスティクス改革に貢献

社会の変化

※ 自動運転トラックとも連携

※ 標準仕様パレット等を使用

道路空間の利活用イメージ

今後の検討事項：道路交通や物流全体への影響の検証、需要・ビジネスモデルの検討、技術開発
アジャイルアプローチで技術・ノウハウを確立

このほか、・ モード結節のための、物流拠点（ＪＲ貨物駅等）間の接続

・ 地方部での物流拠点・都市間、・都市内物流との連携 について検討

長距離幹線構想第一期区間

新東名高速の建設中
区間(新秦野～新御殿場)
などにおいて実験

社会実験

〇小規模な改良で実装可能な区間などにおいて
10年後を目途に実現を目指す（先行ルート）

〇物流量も考慮しつつ、大都市近郊の特に
渋滞が発生する区間を想定

物流量が特に大きい
東京―大阪間を対象

（民間資金を想定し、民間の活力を最大限活用）

標準化と自動化の推進
＜想定ルート＞
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○令和４年度末時点で、高速道路会社４社が管理する１万７,６０５橋のうち、

・ 「落橋・倒壊を防ぐ耐震対策」 は、１万７,６０５橋全てで完了。

・ 「橋としての機能を速やかに回復させるための耐震対策」は、７７％にあたる１万３,６００橋で完了。

○残る４,００５橋については、大規模地震時の緊急輸送道路としての機能を確保するため次のとおり取り組む。

①耐震補強工事の入札不調対策、新技術の採用などの取り組みとともに、高速道路会社の組織体制の強化により、耐震

補強対策を加速化。

②上下線の橋脚が分離している橋梁では、どちらか一方の橋脚補強を優先するなどの手法を採用。

大規模地震発生確率が２６％以上の地域は、令和１２年度末までに地震時のミッシングリンクの解消を目指す。
（それ以外の地域は、上記地域の進捗を踏まえつつ、更新事業とも合わせて効率的に対策を進め、令和２０年度頃の地震時のミッシングリンクの解消を想定）

○適切な進捗管理に努め、定期的なフォローアップを実施。
※現地条件や、それに伴う対外協議（占用・河川・地元等）を踏まえた施工上の制約等により、今後、計画を見直す可能性がある。
※片側整備の完了後に、引き続き未補強となっている残る片側の橋梁の耐震補強を継続

高速道路の耐震補強実施計画（概要）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20

（橋梁数） 耐震補強実施計画グラフ ＜高速道路会社４社＞

大規模地震発生確率26％未満の地域 完了累計

大規模地震発生確率26％以上の地域 完了累計

4,454橋

3,663橋

全国の対象

102橋/年
うち26%以上地域（55橋/年）
うち26%未満地域（47橋/年）

1,649橋

1,555橋

【全国】

令和２０年度頃に
地震時のミッシングリンクを解消

【大規模地震発生確率が２６％以上】

令和１２年度末までに
地震時のミッシングリンクを解消

290橋/年
うち26%以上地域（168橋/年）
うち26%未満地域（122橋/年）

②片側整備を採用

26%以上地域の対象

4,005橋
（R4年度末で未完了）

①対策の加速化

【参考】
今後３０年間に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率

出典）全国地震動予測地図2020年版（地震調査研究推進本部）

未完了

4,005橋
橋脚補強完了

17,605橋（100％）

13,600橋（77％）

4,454橋（100％）449橋
（10％）

H28年度（熊本地震）
以降の進捗状況

H28 R4

全橋梁に対する進捗状況

【参考】
令和４年度末時点の耐震補強進捗状況（高速４社）
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16
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116
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209

0
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27

38
45

60
63

71

0

20

40

60

80

0

50

100

150

200

250

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

（組織数）（人数） 組織・人員強化の推移（累積・４社計）

増加人員数

増加組織数

1.6 1.0 1.0 2.8 3.7 4.8

48%
43%

58%

28%

16% 15%25% 31% 33% 25% 23%

14%

0.0

2.0

4.0

6.0

0%

20%

40%

60%

80%

H29 H30 R1 R2 R3 R4

参加社数入札不調率 工事の入札不調率等の推移

耐震平均入札参加者数
耐震補強工事不調率
土木工事全体不調率

〇高速道路会社の組織体制の強化

耐震補強工事の実施にあたって、関係機関

と協議・調整、地元対応を円滑に進めるため、
こうした業務に従事する社員の増員や組織設
置により、高速道路会社の組織体制を強化。

未完了
4,005橋

橋脚補強完了

17,605橋（100％）

13,600橋（77％）

4,454橋（100％）449橋
（10％）

H28年度（熊本地震）
以降の進捗状況

H28

【会計検査院の指摘】

R4

・上下線で、どちらか一方の耐震補強を優先

・Ⅱ期線側が耐震性能２を確保している場合は、Ⅰ期線側の耐震補強時期を見直し

上り線

下り線

Ⅰ期線

Ⅱ期線

H８以降の道示適用（耐震性能２確保済）

全橋梁に対する進捗状況

溜池への鋼製桟橋式
進入路を通年存置

プレキャストパネルの採用 高性能電磁波レーダ
による鉄筋探査

上り線

下り線

・一体となった橋脚全体の耐震補強を推進

※高架下に鉄道や緊急輸送道路が交差している箇所、占用物件等があり複数回の移設が困難な箇所は上下線で整備。

上下線の橋脚が分離している橋梁

上下線の橋脚が一体となっている橋梁

見直し

継続

消防出張所の移設協議

〇耐震補強工事の入札不調対策

一般的な土木工事に比べ、厳しい現地条件

等により入札不調が高い水準となっているが、
積算の改善（例：点在積算制度の導入など）
や効率的な工法の積極的採用（例：連続繊維
シート巻き立て工法など）により、入札不調の
改善を図る。

〇地元協議の円滑化

各関係機関の協力を仰ぎながら、

必要な地元協議を円滑に実施し、
耐震補強工事を着手できる環境を
整える。

〇新技術等の採用

耐震補強工事において、作業の合理
化に資する新技術や新工法（例：プレ
キャストコンクリートパネルによる橋脚
巻き立てにより河川内の作業工程を短
縮）を積極的に採用することで、工事工

程の短縮を図る。

対策時期を
見直し
791橋
（94橋）

一方のみ整備
734橋
（125橋）

上下一体で整備
1,537橋
（496橋）

工事着手済
943橋
（689橋）

完了
449橋
（245橋）

H28時点で未完了 4,454橋（1,649橋）

3,663橋（1,555橋）

※R５年１２月時点

（ ）内は大規模地震発生確率が２６％以
上の地域の橋梁数

地震時のミッシングリンク解消のために
対策が必要な橋梁

上下一体 1,139橋（430橋） 上下分離 1,923橋（285橋）

①耐震補強工事の入札不調対策、新技術の採用などの取り組みととも

に、高速道路会社の組織体制の強化により、耐震補強対策を加速化。

②上下線の橋脚が分離している橋梁では、どちらか一方の橋脚補

強を優先することで、地震時のミッシングリンクを解消。

C D D
B

A

A

高速道路の耐震補強実施計画（概要）

施工時期の制約がある河
川内での橋脚巻き立てにお
いて、工程を短縮

従来の鉄筋探査では捉えづ
らい深い位置の鉄筋を把握
でき、アンカー削孔の精度が
向上し工程を短縮

高架下占用者の消防出張
所の移設対応について、関
係機関の協力のもと、早期
に移設することで、円滑に
工事に着手

溜池（農業利水）内の橋脚補強
において、管理者との協議によ
り、工事用進入路を鋼製桟橋式
とすることで通年存置を可能とし、
工期を短縮

※

R4年度末時点で未完了 4,005橋（1,404橋）

B C D

- 69 -



局所渋滞対策事業の概要

シームレスネットワークの実現に向けたパフォーマンス・マネジメントの展開を目的とし、サービスレベル

の低下要因となっている箇所に対して機動的・面的な対策を推進するため、局所渋滞対策事業を創設。

ビッグデータ等の活用により、求められるサービスレベルに対して著し

い課題が生じている箇所の分析を行い、その結果に基づき、道路の機能

向上を含む渋滞の緩和・解消を目的とした合理的な局所改良を実施する

ことでネットワークのパフォーマンス改善を図る

【目的】

【事業の流れ】

渋
滞
対
策

協
議
会
等

意見ビッグデータ等を用いて、道路の
サービスレベルを評価し、パフォー
マンス低下を引き起こしているボト
ルネックを特定

対策に着手

完了後の効果を評価

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
サ
イ
ク
ル
で
改
善

有
識
者

意見

【分析・評価】
車線運用の変更など従来の手法に
加え、２＋１車線化など、要因に
即した効率的・効果的な新たな対
策※を柔軟に実施

【対策】
ＥＴＣ２．０等のビッグデータやＩＣ
Ｔを活用し、求められるサービスレベ
ルに対する実際のパフォーマンスの分
析・評価や渋滞要因の推定を実施

▲新たな対策の事例

▲道路のパフォーマンスの概念図

ラウンドアバウト（スタバンゲル ノルウェー）

２＋１車線（Ｅ３９ ノルウェー）

ラウンドアバウト（スタバンゲル ノルウェー）

※この他、ゼブラ帯設置、追加ランプ、直行方向の交差点立体化など
既存の対策手法にとらわれず検討

▲時間別・箇所別・方向別のデータ分析

パフォーマンス低下の要因を推定し、
合理的な対策手法を検討

※データによりパフォーマンス向上効果
が期待出来ることを確認

※

必
要
に
応
じ
て
追
加
対
策
を
検
討
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道路施設の点検・修繕等措置の状況

○橋梁管理に携わる土木技術者数

※市は特別区を含む ※2024年5月時点

土木技術者数
0人の自治体数

自治体数

35( 4%)795市

170(23%)743町

103(56%)183村

308(18%)1,721合計

○2023年度末時点の点検結果（全道路管理者合計）

管理者

0
(0%)

2,724
(82%)

3,340
(100%)

3,340
国土

交通省

0
(0%)

2,164
(85%)

2,532
(100%)
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2014
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完了済 着手済

措置着手率（B/A）、措置完了率(C/A)
未着手
施設数

措置に着手済
の施設数（Ｂ）措置が

必要な
施設数
（Ａ）

うち完了
（C）

点検
年度

：2023年度末時点で次回点検までの修繕等措置の実施を考慮した場合に想定
されるペース

○橋梁の点検・修繕における新技術の活用状況

2014

2015

2016

2017

2018

2014

2015

2016

2017

2018

※2023年度に橋梁の点検または修繕を実施した地方公共団体のうち、報告があった団体を対象に算出

（全施設の判定区分Ⅲ・Ⅳの合計：64,821施設）

※（）内の数字は、2014年度～2023年度に点検を実施した施設数の合計

※（）内の数字は、2巡目点検（2019年度～2023年度）を実施した施設数の合計。
※四捨五入の関係で合計値が100％にならない場合がある。

修繕点検

0%

20%

40%

60%

80%

100%
1,093団体 937団体

活用検討状況 活用状況

○2巡目点検実施状況（全道路管理者合計）
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○橋梁の1巡目点検結果に対する修繕等措置状況（2023年度末時点）

  2019年度       2020年度       2021年度       2022年度       2023年度       1巡目点検(実績)        
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無電柱化推進計画の概要 大臣決定：令和３年５月２５日

１．無電柱化の推進に関する基本的な方針

１．取組姿勢

・新設電柱を増やさない。特に緊急輸送道路は電柱を減少させる

・徹底したコスト縮減を推進

・事業の更なるスピードアップ

２．適切な役割分担

①防災・強靱化目的

・市街地の緊急輸送道路など道路の閉塞防止を目的とする区間は
道路管理者が主体的に実施

・長期停電や通信障害の防止や、電線共同溝方式が困難な区間は
電線管理者が主体的に実施

・上記が重複する区間は道路管理者、電線管理者が連携し実施

②交通安全、景観観光目的

・安全・円滑な交通確保を目的とする区間、景観形成・観光振興
を目的とする区間は道路管理者、地方公共団体等が主体的に
実施
※道路事業や市街地開発事業等が実施される場合は、道路管理者、

電線管理者、市街地開発事業等の施行者及び開発事業者が連携
して実施

３．無電柱化の手法

・電線共同溝方式、自治体管路方式、要請者負担方式、
単独地中化方式、軒下配線、裏配線

４．まちづくり等における無電柱化

・地域の賑わいを創出するような道路空間における無電柱化の推進

・無電柱化を実施する機会を捉え、舗装、照明等のデザインの
刷新や自転車通行空間の確保など道路空間のリデザインを推進

２０２１年度から２０２５年度までの５年間

２．無電柱化推進計画の期間

３．無電柱化の推進に関する目標

①防災

市街地の緊急輸送道路、電力や通信のレジリエンス強化の観点で
必要な区間 等

[指標] 電柱倒壊リスクがある市街地等の緊急輸送道路の無電柱化着手率

【３８％→５２％】

②安全・円滑な交通確保

バリアフリー法に基づく特定道路、通学路 等

[指標] 特定道路における無電柱化着手率 【３１％→３８％】

③景観形成・観光振興

世界遺産周辺、重要伝統建造物群保存地区 等

[指標] 世界文化遺産周辺の無電柱化着手地区数

【３７→４６地区】

重要伝統的建造物群保存地区の無電柱化着手地区数

【５６→６７地区】

歴史まちづくり法重点地区の無電柱化着手地区数

【４６→５８地区】

以上の目標を達成するため、「防災・減災、国土強靱化のための
５か年加速化対策」で着手する約2,400kmも含め、４,０００kmの
無電柱化が必要

上記のほか、電線管理者（長期停電や通信障害の防止の観点）
や開発事業者による無電柱化あり

５．無電柱化の推進に関する施策を総合的、計画的

かつ迅速に推進するために必要な事項

１．広報・啓発活動

２．地方公共団体への技術的支援

３．中長期的な取組

４．無電柱化の推進に関し総合的かつ計画的
に講ずべき施策

１．緊急輸送道路の電柱を減少

・防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対
策により無電柱化事業を推進 ※2,400km

・既設電柱については、電線共同溝事業予定区間や
電柱倒壊による道路閉塞の影響が大きい区間など
優先順位を決めて、早期に占用制限を開始

・沿道区域において倒壊による道路閉塞の可能性が
ある工作物を設置する際の届出・勧告制度に
ついて、関係者が連携して道路閉塞を防止

２．新設電柱の抑制

・道路事業や市街地開発事業等の実施に際し、
電柱新設の原則禁止の徹底

・市街地開発事業等について、事業認可や開発許可
の事前相談時などあらゆる機会を捉え、
施行者及び開発事業者等による無電柱化検討の徹底

・関係者が連携して新設電柱の増加要因を調査・分析
を行い、その増加要因毎に関係者で役割分担の上、
削減に向けた対応方策を令和３年度中に取りまとめる

３．コスト縮減の推進

・積算基準等に盛り込み標準化し、地方公共団体への
普及を図るなどコスト縮減の取組を進め、令和７年度
までに平均して約２割のコスト縮減を目標

・配電機材の仕様統一や通信に係る特殊部の設置間隔の
延伸化など電線管理者による主体的な技術開発の促進

・地域の状況に応じて安価で簡便な構造・手法を採用

４．事業のスピードアップ

・発注方式の工夫など事業のスピードアップを図り、
交通量が多いなど特殊な現場条件を除き
事業期間半減（平均４年）を目標 ※現在は平均７年

５．占用制限の的確な運用

・新設電柱の占用制限制度の拡大や既設電柱の占用制限
の早期開始 等

６．財政的措置

・新たな託送料金制度の運用にあたり必要な無電柱化が
確実に実施されるよう、各省庁が連携して対応 等

７．メンテナンス・点検及び維持管理

・国は、電線共同溝の点検方法等について統一的な手法
を示し地方公共団体も含めて適切な維持管理を図る 等

８．関係者間の連携の強化

・ガスや上下水道など他の地下埋設物と計画段階から
路上工事占用調整会議等を活用し工程等を調整 等

※ 踏切道改良促進法等の一部を改正する法律（令和3年3月31日成立）

※現在は土木工事約3.5億円/km（全体約5.3億円/km）
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•工期の短さや低コストの観点から、緊急輸送道
路で新設電柱の占用制限措置が導入されてい
ない道路に電柱が新設

•緊急輸送道路の沿道民地に電柱が新設

【⑤:緊急輸送道路の被害拡大防止】
(1)緊急輸送道路全線において新設電柱の占用制限措置を行う
ため、整備局等より市町村へ措置の導入を促す【道路】

(2)沿道民地において届出対象区域の導入を図る(直轄国道から
優先的に導入)【道路】

•無電柱化法第12条による同時整備に向けた関
係者間調整が不十分

•道路整備の後に施設が建設され、工期の短さや
低コストの観点から電柱新設が選択される

一定規模の住宅建設
等（市街地開発事業
等外）に伴う供給申込

•引込線の位置が確定できないと効率的な配線
計画が策定できず、工期の長期化・高コスト化
の要因となり、電柱が選択される

•現状では関係約款等により要請者負担となるが、
上記理由から要請するインセンティブがない

【①-1:施工法の効率化】
(1)上下水道と同時期に予め電力管路を設置する新たな施工法
を検討【電力】

【①-2:無電柱化に係るコストの削減】
(1)ケーブル、機器等の標準化と共同調達よるコスト削減【電力】
(2)側溝や小型ボックスの活用等低コスト手法の普及拡大
【電力・通信、道路、都市】

•②側溝や小型ボックスの活用を促し、

再エネ発電所の建設に
伴う電柱新設
（約10千本）

•高圧と比べ低圧の方が保安規制等が少なく、柵な
どで発電設備を分割する事業者が存在。分割され
た発電設備に応じて必要以上に電柱が増加

【④:太陽光発電の分割抑制】
(1)保安規制の順守徹底と不要な電柱増加を防ぐため、太陽光発
電など発電設備の分割規制を強化【電力】

市街地開発事業等に
伴う電柱新設

•地区内道路の多くが電線共同溝法の指定を受
けない生活道路であり、関係約款等により全額
要請者負担とされることから、施行者等の負担が
過大となりインセンティブがない

•歩道がなく幅員の狭い生活道路における低コスト
で敷設可能な工法が普及されていない

•引込線の位置が確定できないと効率的な配線計
画が策定できず、工期の長期化・高コスト化の要
因となる

•関係者が多く、設計や工事含め調整に時間を要
する

•管路の管理者が決まらずに建柱となる場合がある
•許可・指導する自治体職員の知見が十分ではな
いケースも見られる

【②-1:費用負担の見直し】
(1)電線共同溝法の指定を受けた地区内の幹線道路の無電柱
化について、R3年度に補助対象を拡充【都市】

(2)電線共同溝法の指定道路以外でも、一般送配電事業者が
費用を一部負担するよう託送供給等約款を改定【電力】
するとともに、施行者等負担分についてR4年度に新たな支援
制度を創設【都市】

【②-2:施工法の効率化】
(1)無電柱化のスピードアップに向けた一体的な設計・施工の
実施拡大【電力・通信、道路、都市】

【②-3:普及啓発】
(1)自治体職員に向けたガイドラインの作成等（取組事例の横
展開を含む）【道路、都市】

電柱新設の要因 対応方策電柱新設のケース

供
給
申
込

再
エ
ネ

道
路

既
設
電
柱
を
含
め
た
対
応

新
設
電
柱
の
み
の
対
応

無
電
柱
化
推
進
の
た

め
の
基
盤
的
取
組
等

新設電柱の調査 •新設電柱の動向を正確にモニタリングしていくため、新設電柱の調査を継続的に実施していく【電力・通信】

海外動向の調査 •令和4年度においては海外の最新動向を把握するために海外動向調査を実施していく【電力、道路】

運用の改善
•各地域の代表的な開発事業者や自治体に対し、PR活動の強化に取り組む【電力・通信】
•無電柱化に際して電力会社との調整が難航した場合の相談受付や、関係省庁において同様の事例が把握された場合には、
エネ庁に情報提供するなどの連絡・相談体制を整備する【電力】

令和４年４月 関係省庁連絡会議

個別や数戸の住宅や
施設等への供給申込
による電柱新設

【⑦:既設電柱の削減】
(1)既設の電柱の効率的配置による電柱の削減や、電力線と通
信線の共架を推進する【電力・通信】

(2)無線基地局や病院等の重要施設への単線の供給ルート等を
選定し、道路状況等に応じて、無電柱化を実施【電力・通信】

(3)光ファイバーの地中化を図るための下水道管の活用【通信】
(4)緊急輸送道路については、電柱の更新時期や道路の拡幅工
事等に合わせた移設や電線共同溝による無電柱化を図る
【電力・通信、道路】

(5)自治体や事業者による小規模開発の無電柱化事例を、新た
に数戸の住宅開発を行う事業者に対しPRし、無電柱化を促
す【電力・通信】

•周囲の配電線が既設の電柱により整備されてお
り、１～３本など限られた電柱の地中化を行う
効果(景観、防災等)は少なく、また、数本だけの
無電柱化は費用も一層高額となる

既存の配電網から離れ
た住宅や施設への供給
ルートの建設

•配電線の距離が長く、倒木等による停電リスクは
あるが、低コストの電柱新設が選択される

【③:優先度に応じた対応】
(1)レジリエンスの観点から重要なルートについて、低コスト化手法を
活用しながら無電柱化を実施【電力・通信】

供
給
申
込
等

•戦後の復興以降、コストとスピードの観点
から、電柱によるインフラを整備

新
設
電
柱
へ
の
対
応

ケース①

ケース②

ケース③

ケース④

供用後１年以内の道
路に電柱新設

ケース⑥

緊急輸送道路及び沿
道民地への電柱の新設

ケース⑤

ケース⑦

【⑥:道路整備時の無電柱化】
(1)同時整備の課題把握、自治体へ趣旨の徹底を促す【道路、都市】
(2)郊外の緊急輸送道路等について、道路整備と同時に管路等を
埋設する整備を推進する【電力・通信、道路、都市】

電柱の増加要因を踏まえた
新設電柱の抑制に向けた対応方策の概要
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施
策

14．高い安全性を備えた自転車の普及促進
15．多様な自転車の開発・普及の促進 【新規】
16．自転車の点検整備を促進するための広報啓発等の促進
17．交通安全意識の向上に資する広報啓発活動の推進や

指導・取締りの重点的な実施
18．学校等における交通安全教室の開催等の推進
19．地方公共団体における計画策定・施策実施の促進（再掲）
20．自転車通行空間の計画的な整備の推進（再掲）
21．災害時における自転車の活用の推進
22．損害賠償責任保険等への加入促進 【新規】

施
策

12．国際会議や国際的なサイクリング大会等の誘致
13．走行環境整備や受入環境整備等による世界に誇る

サイクリング環境の創出

施
策

８．国際規格に合致した自転車競技施設の整備促進
９．公道や公園等の活用による安全に自転車に乗れる環境の

創出
10．自転車を利用した健康づくりに関する広報啓発の推進
11．自転車通勤等の促進

施
策

１．地方公共団体における計画策定・施策実施の促進
２．自転車通行空間の計画的な整備の推進
３．路外駐車場等の整備や違法駐車取締りの推進等
４．シェアサイクルの普及促進
５．地域の駐輪ニーズに応じた駐輪場の整備推進
６．情報通信技術の活用の推進
７．生活道路での通過交通の抑制や無電柱化と合わせた取組の

実施

第２次自転車活用推進計画の概要

○コロナ禍で、通勤・配達目的等の自転車利用
のニーズが高まっている。

コロナ禍における
生活様式・交通行動の変容

情報通信技術の発展

○交通分野でもデジタル化が更に進展する可
能性。（複数の交通モードやまちづくりと
の連携等）

高齢化等も踏まえた
「安全・安心」

○健康や生きがいの観点から、高齢者、障害者
等にも対応した様々な自転車の普及を更に進
める必要。

○配達目的等での自転車利用者が増加する中、
危険な運転を防止するなど、安全の確保が課
題。

○自転車対歩行者の高額賠償事故が発生。一方、
保険加入促進について、都道府県等の取組も
進展。

１．総論

（１）自転車活用推進計画の位置付け
自転車活用推進法に基づき策定する、
我が国の自転車の活用の推進に関する基本計画

（２）計画期間
長期的な展望を視野に入れつつ、令和７（2025）年度まで

（３）自転車を巡る現状及び課題

脱炭素社会の実現に向けた動き 新たな低速小型モビリティの登場
（自転車通行空間への影響）

第１次計画からの社会情勢の変化等

２．自転車の活用の推進に関する
目標及び実施すべき施策

目標１ 自転車交通の役割拡大による良好な都市環境の形成

目標２ サイクルスポーツの振興等による活力ある健康長寿社会の実現

３．自転車の活用の推進に関し講ずべき措置
第１次計画からの主な強化措置

目標３ サイクルツーリズムの推進による観光立国の実現

目標４ 自転車事故のない安全で安心な社会の実現

○安全で快適な自転車通行空間の創出のため、都市部を中心に計画
策定し整備を推進

（利用者の多様性、将来に渡る使われ方等に留意しガイドラインも見直し）
＜自転車の走行性に配慮

した排水構造の例＞

○地域の「自転車活用推進計画」策定の支援に加え、以下に取り組む
・計画の質の向上（ネットワーク路線の計画への位置付け等）
・計画に基づく取組の実施のフォロー（整備事例の効果分析）等

○自転車利用環境の向上等のため、情報通信技術の活用を強化
・データを活用した計画策定への支援
・自転車通行空間の整備状況等のオープンデータ化による

経路検索等への活用
・シェアサイクルへのMaaSやAIの活用 等

○企業の自転車通勤のための環境整備を更に推進
・「自転車通勤導入に関する手引き」の見直し
・環境整備のための支援策の具体化 等

○サイクリング拠点やコンテンツ等の充実を図る
・商業施設（コンビニ等）等と連携した受入サービスの充実
・サイクルツーリズムを含む体験型・滞在型コンテンツの推進
・マウンテンバイクのコース整備や森林の保全管理等の推進

○サイクリングルートの持続的な磨き上げを実施
（ナショナルサイクルルート等の整備、JNTOサイト等を活用した情報発信）

○高齢者、障害者等も含め、身体に合った多様な自転車の開発・普及を促進
○身体に合った自転車選びをアドバイスする人材を通じ、

適切な自転車購入を支援

○交通安全の啓発の対象・機会について、以下を新たに計画に明記し推進
・対象：配達員や自動車運転者を含む道路利用者全体、

（小学校以上の学校教育に加え）未就学児やその保護者
・機会：自転車購入時等、自動車運転免許更新時講習（高齢者講習）

○条例策定支援のほか、自転車販売店等を通じて保険加入を促進

＜三輪アシスト自転車研究＞
【出典：東北大学平田研究室】

＜自転車走行データの分析
（前橋市）＞

＜企業の駐輪スペースの設置＞

＜森林でのMTB走行＞
【出典：林野庁】

４．自転車の活用の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項
○関係者の連携・協力 ○計画のフォローアップと見直し ○調査・研究、広報活動等 等

持続可能な社会の実現に向け、自転車の活用の推進を一層図る

※ 関係団体等の意見聴取、計画の骨子に関するWEBアンケート（総回答数4,997）、パブリックコメント（総意見数69）を通じて幅広く意見を求めた上で策定

23.0%

77.0%

新型コロナ
流行後

新型コロナ
流行前

ｎ=500

（au損害保険㈱
R2.7アンケート調査より）

都内の自転車通勤者のう
ち、4人に1人がコロナ流
行後に自転車通勤を開始

自転車通勤の開始時期

令和３年５月28日 閣議決定
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大雪時の道路交通確保対策 中間とりまとめ 概要 （令和３年３月改定）

１．繰り返し発生する大規模な車両
滞留

○短期間の集中的な大雪時に大規模な車
両の滞留が繰り返し発生、解消までに
数日間を要するケースもある

○高速道路と、並行する国道等を交互に
通行止めし、交通を確保する観点から
通行止めを躊躇した結果、大規模な車
両滞留につながったケースもある

２．道路管理者等によるこれまでの
主な取り組み

○異例の降雪が予想される場合、「大雪
に関する緊急発表」を行うなど道路利
用者に注意喚起を実施

○関係機関の連携強化を図るため、地域
単位で「情報連絡本部」を設置

○予防的通行規制区間の設定、除雪体制
の応援等を実施

○平成２６年の災害対策基本法改正に基
づき、道路管理者による立ち往生車
両・放置車両等の移動が可能

これらの取り組みを実施している一方
で、大規模な車両滞留や長時間の通行
止めが繰り返し発生している

Ⅱ 大雪時の道路交通確保に
向けたこれまでの取り組み

○近年、24時間降雪量の増大、積雪深さの観測史上最大の更新など、雪の少ない地域も含め、短期間の集中的な大雪※が局所的に発生
※ 大規模な車両滞留や長時間の通行止めを引き起こす恐れのある大雪

○道路ネットワークの整備が進む中で、車社会の進展、輸送の小口多頻度化等により、国民生活や企業活動の道路交通への依存が高まっている一方、
幹線道路上の大規模な車両の滞留は、社会経済活動のみならず、人命にも影響を及ぼすおそれ

○短期間の集中的な大雪時に、通常時と比べて自動車の利用台数に変化が見られたケースも存在

Ⅰ 冬期の道路交通を取り巻く環境

冬期の道路交通を取り巻く環境にも変化の兆し（鉄道の計画運休の社会への浸透も参考に、道路の通行止めに対しても理解を促進）

１．道路管理者等の取り組み
（１）ソフト的対応
○タイムライン（段階的な行動計画）の作成
・関係機関と連携し躊躇なく通行止めを実施
・合同訓練実施 ・気象予測精度向上

○除雪体制の強化
・地域に応じた体制強化 ・道路管理者間の相互支援などの構築

○除雪作業を担う地域建設業の確保
・契約方法の改善 ・予定価格の適正な設定等

○除雪作業への協力体制の構築
・道路協力団体等地域や民間団体が参加できる仕組み等

○チェーン等の装着の徹底
・短期間の集中的な大雪の場合は、チェーン規制によらず
躊躇なく通行止めを実施

２．道路利用者や地域住民等の社会全体の取り組み
○短期間の集中的な大雪時の行動変容（利用抑制・迂回） ○冬道を走行する際の準備
・通行止めの必要性やジャスト・イン・タイムの限界への理解の促進 ・チェーン等の装備の備え

Ⅲ 大雪時の道路交通確保に対する考え方の転換

３．より効率的･効果的な対策に向けて
○関係機関の連携の強化 ○情報収集･提供の工夫 ○新技術の積極的な活用

Ⅳ 大雪時の道路交通確保に向けた取り組みの強化

（２）ハード的対応
○基幹的な道路ネットワークの強化
・地域の実情に応じて、高速道路の暫定２車線区間や主要国道の
４車線化、付加車線等を通じ、大雪の観点からもネットワークを強化

○短期間の集中的な大雪時の行動変容
・出控え等の要請と社会全体のコンセンサス
・通行止め予測等の繰り返しの呼びかけ、対象の拡大、内容の具体化

○短期間の集中的な大雪時の計画的・予防的な
通行規制・集中除雪の実施

・広範囲での通行止め、高速道路と並行する国道等の同時通行止めと
集中除雪による物流等の途絶の回避

・躊躇ない通行止めの実効性を高めるためのメルクマール、トリガー
をタイムラインに位置づけ

・リスク箇所の事前把握と監視強化

○立ち往生車両が発生した場合の迅速な対応
・滞留状況を正確に把握するための体制確保
・滞留車両への物資や情報等の適切な提供
・地方整備局と地方運輸局等を中心とした乗員保護

短期間の集中的な大雪時は、「自らが管理する道路を出来るだけ通行止めにし
ないこと」や道路ネットワーク全体として大規模滞留の抑制と通行止め時間の
最小化を図る「道路ネットワーク機能への影響を最小化」を目標として対応

「人命を最優先に、幹線道路上で大規模な
車両滞留を徹底的に回避すること」を基本
的な考え方として対応

○スポット対策、車両待機スペースの確保
・カメラ増設、ロードヒーティング等の消融雪設備の整備
・中央分離帯開口部やUターン路の整備 等

これまでの考え方 今後の考え方

（３）地域特性を考慮した対応
・関係機関が連携する取り組みの具体化については他の地域においても参考にすべき
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全国連絡会のｴｰｼﾞｪﾝﾄ機能の強化

ニューノーマル対応

「道の駅」第３ステージ

第１ステージ
（１９９３年～）

から
第３ステージ

（２０２０年～）

第１ステージ（１９９３～） 第２ステージ（２０１３～） 第３ステージ（２０２０～）
通過する道路
利用者のｻｰﾋﾞｽ
提供（休憩場所）

地域の創意工夫
(地域自身の懸命な努力)
⇒目的地化
(観光地、地域拠点)

地方創生・観光を加速する拠点へ
「道の駅」を核に地方創生 持続可能な安定運営

防災機能強化 地域センター化

国等からの支援の充実

政策
ﾃｰﾏ

支援
制度

「道の駅」単体から
まちぐるみの戦略的な取組へ

「道の駅」第3ステージとは

「まち」と「道の駅」が一体で戦略的に連携して
コンセプトの実現を成し遂げる取組

戦略的な「しかけ」の実施

顧客視点での分析 まちぐるみの議論 地域価値の再定義 第３ステージ

実現
国・連絡会
による支援

第３ステージ実現のために

「道の駅」第３ステージの姿
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線
道
路

生
活
道
路

高速自動車国道 （約0.7%)

直轄国道 （約2.0%)

補助国道 （約2.6%)

約9,200km

都道府県道 （約10.6%)約129,900km

（約84.1%)

約32,000km

合計 約 1,230,400km (100%)

約24,100km

約1,035,200km 市町村道

36%

12%

1%

25%

19%

2%

17%

15%

3%

22%

55%

95%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

走行台キロ

（大型車）

走行台キロ

（全車）

延長

高速自動車国道 国道（直轄） 国道（補助） 都道府県道等

日本の道路の現況
○高速自動車国道と直轄国道は、延長割合が低いが、
全交通量の約３割、貨物車交通量の約5割を分担

○都市間連絡速度は依然として低い

○日本の高速道路は車線数が少ない

都市間連絡速度：都市間の最短道路距離を最短所要時間で除したもの
対象都市（日本）：新広域道路交通計画に位置づけのある都市について、一定の離隔をとった上で選定

（都道府県庁所在地、人口10万人以上の都市、主要な空港・港湾が存在する都市等）
所要時間（日本）：ETC2.0（R3小型車）の旅行速度データを用いて算出

［日本の道路種別と延長割合］

※走行台キロは、「令和3年度全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査」「自動車燃料消費量調査（令和3年度分）」による

［道路別 延長及び物流等のシェア］

韓国中国イギリスフランスドイツ日本

77km/h87km/h74km/h88km/h84km/h61km/h
平均

連絡速度

［高速道路の車線数別延長の構成比］

［都市間連絡速度の国際比較］

高速自動車国道：令和6年4月1日時点、その他：令和4年3月31日時点

40%

2%

6%
0.4%

54%

73%

75%

72%

69%

6%

17%

14%

22%

29%

7%

11%

1%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本

アメリカ

韓国

フランス

ドイツ

3車線以下 4～5車線 6～7車線 8車線以上

高速道路の対象）日本：高規格幹線道路
アメリカ：インターステート（Interstate）
韓国：高速道路
フランス：オートルート（Autoroute）
ドイツ：アウトバーン（Autobahn）

出典）日本：国土交通省道路局調べ（2022）
アメリカ：FHWA, Highway Performance Monitoring System（2018）
韓国：国土交通部統計年鑑（2020）
フランス：Voies par chaussée sur le réseau routier national（2017）
ドイツ： Manuelle/Temporäre Straßenverkehrszählung (SVZ)

Ergebnisse 2021（2021）
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事業の流れ
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新規事業
採択時評価

事後評価

事業認定

現
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再評価
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題

の

整

理

・
目

標

の

設

定

環境影響評価
（配慮書）

環境影響評価

都市計画

計画段階評価

着工前重点準備
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道路整備特別措置法等の一部を改正する法律（概要）

改正概要

＜高速道路の料金徴収期間の延長＞

○ 高速道路の更新・進化のため、料金徴収期間を延長することにより、
必要な事業を追加

○ 事業追加にあたっては、債務返済の確実性の観点から、
債務返済期間を設定 ⇒ 国土交通大臣への許可申請日から５０年以内

○ 現行制度を踏まえ、料金徴収期限を引き続き設定
⇒ 最長で令和97年９月30日

現在の債務返済期間

R47

50年以内

事業実施

R5
許可申請

R55

料金徴収
期間延長

50年以内

事業実施

許可申請

料金徴収
期間延長

進化更新
・民営化時点で見込まれていなかった更新事業をH26から実施。

【現在の取組事例】 首都高速 東品川桟橋・鮫洲埋立部（S38開通）

・H26からの定期点検が一巡し、更新事業の追加の必要性が判明。

【新たな更新需要の事例】 首都高速 羽田トンネル（S39開通）

鉄筋腐食等による損傷が急増。漏水に伴う緊急車線規制回数・時間も増加。

構造物全体の架け替えを実施

コンクリート剥離
鉄筋腐食

従来の
橋梁

新たな
橋梁

従来の橋梁

半断面ずつ施工

継手部の鋼材の発錆・腐食側壁の鉄筋露出・腐食

・社会・経済構造の変化等に合わせて、高速道路を進化・改良
・引き続き、求められる機能を把握し、遅れることなく進化・改良

していくことが重要

【耐震補強】

【暫定２車線区間の４車線化】

速やかに機能回復
できるように

耐震補強を実施

地震に伴うのり面崩落による通行止
（R3.2.13 常磐道（相馬ＩＣ～新地ＩＣ間））

R3.3事業化

支承への負荷軽減の為、支承の間に、
水平力を分担する構造を新たに設置

【自動運転走行空間の提供】や【ＥＶ充電器や水素ＳＴの設置】なども推進

橋梁の支承の損傷
（大分自動車道・並柳橋）

常磐道（いわき中央ＩＣ～広野ＩＣ間）

R3.6完成

熊本地震（H28.4）による被害

※ このほかに「高速道路料金の確実な徴収」、「SA・PAの機能高度化」などに関する改正を行う

R5.5.31成立、R5.6.7公布
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３つの料金水準について

○ 平成２６年４月に導入し、令和５年度末までとなっている「３つの料金水準」について、
債務の返済状況も踏まえつつ、１０年間（令和１６年３月３１日まで）継続する

関
越
道
（
関
越
ト
ン
ネ
ル
）

東
海
北
陸
道
（
飛
騨
ト
ン
ネ
ル
）

中
央
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恵
那
山
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ネ
ル
）

阪
和
道
（
海
南
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有
田
）

関
門
橋

広
島
岩
国
道
路

（
普
通
区
間
）

高
速
自
動
車
国
道

（
陸
上
部
）

本
四
高
速

（
明
石
海
峡
）

本
四
高
速

（
海
峡
部
）

本
四
高
速

ア
ク
ア
ラ
イ
ン

（
大
都
市
近
郊
区
間
）

高
速
自
動
車
国
道

伊
勢
湾
岸
道
路

39.36

64.0

34.0
24.6 28.08 29.52

252.72 404.35

108.1

179.28

c.海峡部等特別区間

a.普通区間

大
都
市
近
郊
区
間

b.
＜伊勢湾岸道路並108.1円/kmを基本＞

＜現行普通区間24.6円/kmを基本＞

※料金水準引き下げの対象はETC利用車に限定
注：ターミナルチャージの有無にかかわらず、「（普通車の全線料金-150円）/全線延長」で料率を算出

＜現行水準を維持＞

- 80 -



東京湾アクアラインの休日渋滞対策（時間変動料金社会実験）について

・交通分散を図るため、休日混雑時間帯を上げて、

その後の時間帯を下げる

＜休日の渋滞回数（R元年度）と実験料金パターン＞

〇東京湾アクアラインにおいて、休日に激しい渋滞が発生していることから、混雑状況に応じた料金、いわゆる

時間変動料金を、令和５年７月２２日から令和７年３月３１日までの休日（土日・祝日）に社会実験として実施

＜社会実験概要＞
〇 対象区間：アクアライン 浮島ＩＣ～木更津金田ＩＣ

上り線（木更津→川崎方面）

〇 対象期間：令和５年７月２２日（土）

～令和７年３月３１日（月）の土日・祝日

（１月２日、１月３日、振替休日を含む）

〇 対象車両：ＥＴＣ車（全車種）

 平日 土日・祝日 

上り線・下り線 上り線 

（木更津→川崎） 

下り線 

（川崎→木更津） 

0～24 時 0～13 時 13～20時 20～24 時 0～24 時 

軽自動車等 640 円 640 円 960 円 480 円 640 円 

普通車 800 円 800 円 1,200 円 600 円 800 円 

中型車 960 円 960 円 1,440 円 720 円 960 円 

大型車 1,320 円 1,320 円 1,980 円 990 円 1,320 円 

特大車 2,200 円 2,200 円 3,300 円 1,650 円 2,200 円 

 

＜ETC時間帯別料金＞

52分 41分

約11分減少

平均通過所要時間（土曜日ピーク時間帯）

社会実験前（R4）社会実験後（R5）

※R5.7.22∼12.3のデータにおける速報
＜平均日交通量と通過所要時間＞

29,300台/日 30,100台/日

約800台/日増加

平均日交通量

社会実験前（R4）社会実験後（R5）

＜千葉県外からの来訪者の県内滞在時間＞

社会実験中（R5）
（N=25,324)

社会実験前（R4）
（N=11,426)

[時間/日] 

※R5.7.22∼10.29のデータにおける速報
（千葉県観光企画課調べ（令和5年12月）
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首都圏の新たな高速道路料金（令和４年４月より導入）

最大30%

H24.1 H28.4

最大12%

拡充※1

継続

最大35%

R4.4

拡充※2

最大45%

※1 中央環状線の内側を通過しない交通に限定 ※2 拡充10%のうち、5%は中央環状線の内側を通過しない交通に限定

②大口・多頻度割引の拡充 ④千葉外環迂回利用割引

（注1） 消費税及びターミナルチャージを除いた場合の料金水準 （注2） 料金は普通車（ETC車）の場合

①新たな上限料金

霞が関
～渋谷

（5.1km）

霞が関
～空港中央
（17.0km）

西池袋
～空港西

（24.6km）

利用距離
km

空港中央
～横浜青葉
（34.2km）

新宿
～横浜公園
（43.8km）

高谷JCT   
～横浜青葉
（54.7km）

並木
～さいたま見沼
（86.6km）

35.710 20 30 40 50 55

29.52

円/km注1

高速自動車国道
（大都市近郊区間）

18.7円/km

R4.4～の上限距離
(上限料金1,950円)

見直し前の上限距離
(上限料金1,320円)

【首都高速における料金水準】

【首都高速における大口・多頻度割引率】 三郷JCT

② 千葉外環経由大井

① 首都高速経由

① 首都高速経由 （31.9km）

令和4年4月以降

1,200円

対距離現行

1,200円
(±0円）

1,200円

② 千葉外環経由 （40.4km）

令和4年4月以降

1,200円

対距離現行

1,470円
（±0円）

1,470円

うち首都高速20.8km（840円）
※料金は普通車（ETC車）の例

令和元年度 首都高速全日平均渋滞損失時間（台・ｈ）

③深夜割引の導入

激変緩和

○ 首都高速において、料金体系の整理・統一を更に進めるため、①新たな上限料金を設定。
○ 料金割引の整理・統一を図る観点等から、②大口・多頻度割引の拡充や③深夜割引の導入を実施。
○ H30.6の千葉外環の開通を踏まえ、外環利用が料金の面で不利にならないよう、起終点間の最短距

離を基本に料金を決定し、 ④千葉外環迂回利用割引を導入。
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近畿圏の新たな高速道路料金（令和６年６月より導入）

②都心迂回割引

①新たな上限料金

中野

大久保

助松

＜凡例＞
阪神高速
ネクスコ西

大阪都心部

神戸都心部

都心迂回

都心経由

都心迂回

都心経由

大阪都心迂回割引
（例：助松⇔中野）

神戸都心迂回割引
（例：大久保⇔中野）

都心迂回都心経由都心迂回都心経由

1,800円1,320円3,570円1,510円現料金

1,800円1,460円3,570円2,140円上限見直し後

1,460円1,460円2,140円2,140円迂回割引適用

※１：特定範囲（大和川線、淀川左岸線、湾岸線等）のみ利用分対象の割引5%を含む。
※２：特定範囲（大和川線、淀川左岸線、湾岸線等）のみ利用分対象の割引10%を含む。

最大13％

最大30％

最大35％※1

最大45％※2

拡充

拡充

継続

H24.1 H29.6 R6.6H21.4

最大18％

④深夜割引の導入

令和4年度 阪神高速平日平均交通量（台）

令和4年度 阪神高速平日平均渋滞損失時間（台・h）

6時 20時

昼 間 夜 間

20%
割引

交
通
量
（
台
）

渋
滞
損
失
時
間
（
台
・
ｈ
）

60,000

40,000

20,000

0

6,000

4,000

2,000

0
4時0時

（注1） 消費税及びターミナルチャージを除いた場合の料金水準 （注2） 料金は普通車（ETC車）の場合

京橋
～湊川

（5.3km）

岸和田北
～三宝

（15.7km）

中島
～松原J

（24.7km）

六甲IS北
～東大阪J
（35.6km）

泉佐野北
～西宮浜

（45.7km）

りんくうJ
～伊川谷J
（96.2km）

料金水準
（円/km）

29.52

現行上限距離
（上限料金1,320円）

10 20 30

32.3

40 50

51.7

15.8
円/km

激変
緩和

料金改定後
（上限料金1,950円）

利用
距離
（km）

高速自動車国道
（大都市近郊区間）

※上記のほか、神戸都心流入割引の拡充、大和川線・堺線乗継割引の導入、関西国際空港方面割引の導入を実施。

③大口・多頻度割引の拡充

○ 阪神高速において、料金体系の整理・統一を更に進めるため、①新たな上限料金を設定。
○ 経路によらず起終点間の最短距離を基本に料金を決定する②都心迂回割引を導入。
○ 料金割引の整理・統一を図る観点等から、③大口・多頻度割引の拡充や④深夜割引の導入を実施。

【阪神高速】【阪神高速】

【阪神高速】
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国土幹線道路部会 中間答申のポイント（更新・進化の取組など）

３．高速道路を持続的に利用する枠組み

維持管理・修繕、 更新 、進化・改良の負担
(Maintenance) (Renewal)     (Grade up)

利用者による負担

地域の状況に応じた負担
※料金が利用交通に与える影響を考慮

・MRGを確実に実施する必要

・最大の受益者である利用者が負担

・地域政策的な観点からも検討

費用負担についての３つの理念

１．維持管理・修繕・更新への取組

未来の高速道路を取り巻く環境や技術革新等は、想定を超えて変化
⇒社会・経済ｼｽﾃﾑの中心となって進化し、社会・経済の変革やﾊﾟﾗﾀﾞｲﾑｼﾌﾄをリードしていくべき

これまで 社会・経済構造の変化や技術開発等に合わせて、段階的かつ継続的に進化・改良

現在の

取組

災害の激甚化・頻発化／人口減少・高齢化／国際競争激化／ﾃﾞｼﾞﾀﾙ革命の加速／ｸﾞﾘｰﾝ社会実現への動き 等

①災害時にも機能する強靱な高速道路 ［４車線化、耐震補強、避難施設の整備 等］

未来

現状

②全てのﾄﾞﾗｲﾊﾞｰが安全に安心して走ることができる高速道路［雪氷作業の自動化 等］

③全てのﾄﾞﾗｲﾊﾞｰが快適に利用できる高速道路［自動運転走行空間の提供、ＥＴＣ専用化等］

④持続可能な社会の実現に資する高速道路
［ＥＶ充電器や水素ＳＴの設置促進、環状道路等のﾈｯﾄﾜｰｸ機能の強化 等］

⑤地域の活力を生み出す高速道路 ［物流の中継拠点、休憩施設の充実等］

強靱

安全・安心
快適

持続可能性
地域活性化

継続的な進化により、世界最先端のｻｰﾋﾞｽを提供し、新たな社会の創造に貢献することが必要

２．高速道路の将来像

＜更新・進化への取組＞

・利用者負担を基本として、料金徴収期間の延長について具体的に検討
・見通しが明らかになった更新・進化について、一定期間毎に事業計画を策定し、計画的に事業を推進
・債務の確実な返済見通しの確認のために、債務返済計画を策定し、その期間の料金徴収の継続検討

＜将来の維持管理等の負担のあり方＞
・更新・進化の債務完済後、引き続き料金徴収を継続するか、税負担に切り替えるかどうかは引き続き議論

＜現在無料となっている高速道路における維持管理等の負担の方向性＞
・利用者負担を基本とし、周辺ネットワークの状況や整備の経緯等を踏まえつつ、地域の意見を聴取した上
で、有料高速道路の隣接区間を中心に慎重に検討

5年に1度の近接目視による定期点検／民営化時点で見込まれていなかったものの、その後、必要
性や対処方針が明らかになった更新事業をH26から追加※ ※古い基準で設計された箇所など

１）最新の知見を踏まえた更新事業等の追加

抜本的な性能回復のための更新事業を、内容や規模が明らかになった段階で順次追加／
将来的にも繰り返し更新が必要／更新に合わせた機能強化／更新後も予防保全を適切に実施

２）更新工事が与える社会的影響の軽減
地域の実情を踏まえた適切な規制方法等の検討／交通需要マネジメントに係る知見の体系化

３）データ活用や新技術の開発・導入等 道路管理者間のメンテナンスデータ共有・共同研究等
４）大型車利用の適正化による構造物の長寿命化 大型車による構造物への影響分析／適正利用促進

現状

重
視
す
べ
き
視
点

・H26からの定期点検が一巡し、床版補強材の想定以上の劣化・支承の圧壊等の損傷を発見
⇒修繕を繰り返しても性能は徐々に低下／予防保全を適切なタイミングで実施できない恐れ／
修繕のみによる特殊な構造物の長期安全性の確保は困難／構造物劣化の正確な予測は困難

・更新時の社会的影響を軽減するための工夫が蓄積

新たな

知見

令和３年８月４日公表
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国土幹線道路部会 中間答申のポイント（料金制度など）

４．速やかに実現すべき料金制度のあり方

＜高速道路会社・高速道路機構・国の役割分担のあり方＞
・以下の２つの観点から、各会社・機構・国の役割分担について検討
［会社の経営の自由度の確保、活力最大化］ ⇔ ［高速道路が果たす強靭化等における使命と責任］

＜インセンティブ助成制度の活用＞
・修繕分野や更新事業、カーボンニュートラルに関する取組等におけるインセンティブ助成制度の活用を推進

＜料金等を変動させる仕組み＞
・資材・労務単価の変化や税制の改正等に合わせた料金調整の仕組みについて議論

５．その他

（１）全国料金
・H26より利用重視の新たな高速道路料金に移行
・利用者が料金割引を認識・実感できるよう、分かりやすくシンプルな料金割引を実現すべき
・沿道環境改善や観光振興等の政策課題の解決等の観点から、定期的な評価・見直しが必要

（２）大都市圏料金
・高速道路の機能を最大限に発揮するため、料金の賢い３原則に沿った料金を更に進化

（３）車種区分のあり方
・占有者負担、原因者負担、受益者負担の考え方により、二輪車と軽自動車のみではなく、普通車から
大型車・特大車までの公平な車種区分について検討

（４）ビッグデータを活用した評価の高度化
・プローブデータを積極活用／ETC2.0データの改良が必要（一般道路と高速道路の識別 等）

①利用度合いに応じた
公平な料金体系

②管理主体を超えた
シンプルでシームレスな

料金体系

③交通流動の
最適化のための

戦略的な料金体系

料
金
の
賢
い
３
原
則

・物流等へ配慮しつつ、激変緩和としての上限料金を、順次見直し
・首都高速に続いて、阪神高速等の料金体系についても見直しを検討

・都市部の政策的課題を解消するため、外側の環状道路の利用を促進
・ＥＴＣ専用化等の取組を推進しつつ、本線料金所を順次撤去
・ターミナルチャージの重複徴収の撤廃について検討

・交通需要の偏在等に起因する混雑緩和のための料金を本格導入
・料金施策の効果を高めるため、料金に対する認知度向上に必要な広報
・柔軟に料金変更できるシステムへの改良

＜今後の取組の方向性＞

割引

平日朝夕割引

深夜割引

休日割引

大口・多頻度
割引

マイレージ割引

現行の料金割引の主な課題

勤務形態の多様化に未対応／
通勤時間帯の一部高速道路の混雑

割引適用待ち車両の滞留／
運転者労働環境の悪化

繁忙期等の渋滞激化／
より効果的に観光需要を喚起する必要

一層の物流等支援の必要性／
公平性の確保

利用者の実感が薄い

見直しの方向性

適用時間帯の柔軟化／
通勤者の利用促進等の目的検討

割引適用時間帯の拡大／
適用時間帯の走行分を対象

繁忙期等に割引を適用しない／
観光周遊等を対象とした割引の拡充

現下の経済状況を踏まえた拡充と、
原因者負担の公平性の観点からの
縮小の両面について、引き続き検討

民間ポイント制度も参考に検討

令和３年８月４日公表
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高速道路料金割引の見直しの方向性

見直しの方向性現行の料金割引の主な課題割引

適用時間帯の柔軟化／
通勤者の利用促進等の目的検討

勤務形態の多様化に未対応／
通勤時間帯の一部高速道路の混雑

平日朝夕割引

割引適用時間帯の拡大／
適用時間帯の走行分を対象

割引適用待ち車両の滞留／
運転者労働環境の悪化

深夜割引

繁忙期等に割引を適用しない／
観光周遊等を対象とした割引の拡充

繁忙期等の渋滞激化／
より効果的に観光需要を喚起する必要

休日割引

現下の経済状況を踏まえた拡充と原因者負担の公平性の
観点からの縮小の両面について、引き続き検討

一層の物流等支援の必要性／
公平性の確保

大口・多頻度割引

民間ポイント制度も参考に検討利用者の実感が薄いマイレージ割引

＜地方部＞ ＜大都市部＞

6時 9時 17時 20時 0時 4時 6時

夜 間昼 間

３割引

6時 9時 17時 20時 0時 4時 6時

夜 間昼 間

３割引

6時 9時 17時 20時 0時 4時 6時

夜 間昼 間昼 間 夜 間

6時 9時 17時 20時 0時 4時 6時

平
日

土
日
祝
日

３割引

普通車以下 中型車以上

（最大割引率40%）

（最大割引率9.1%）マイレージ割引

大口・多頻度割引

（ETC2.0を利用する自動車運送事業者の最大割引率を令和７年３月末まで50%に拡充）

３割引

最大５割引
（反復利用のみ）

最大５割引
（反復利用のみ）

6時 9時 17時 20時 0時 4時 6時

夜 間昼 間

３割引

6時 9時 17時 20時 0時 4時 6時

夜 間昼 間

３割引

6時 9時 17時 20時 0時 4時 6時

夜 間昼 間昼 間 夜 間

6時 9時 17時 20時 0時 4時 6時

３割引

普通車以下 中型車以上

３割引

補正予算
（国費）

時
間
帯
割
引

利
用
頻
度

割
引

観光振興

物流対策

環境対策

生活対策

凡例

〈平日朝夕割引〉
〈マイレージ割引〉

〈休日割引〉

〈大口・多頻度割引〉

〈深夜割引〉

：

【現行の料金割引】

【料金割引の見直しの方向性（R3.8中間答申より抜粋）】
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＜ スマートインターチェンジ とは＞

○スマートインターチェンジは、通行可能な車両をETCを
搭載した車両に限定しているインターチェンジ

［SA・PA接続型］ サービスエリアまたはパーキングエリアに接続

［本線直結型］ 高速道路本線に接続

○ＥＴＣ専用のため、料金徴収施設を集約する必要がなく、
コンパクトな整備が可能

○料金徴収にかかる人件費も節約可能 高速道路機構負担（国が1/2補助）

地方自治体負担

事業区分境

■負担区分
高速道路本線

料金徴収施設

既
設
の
一
般
道
路

※直結路は、整備後に民間施設管理者から
地方公共団体に無償譲渡し、地方公共
団体が維持管理

■負担区分

大規模商業施設、工業団地、物流施設 等【対象施設】

主として民間施設に発着する交通
（一般交通も利用可能）

ETC車限定 ハーフIC・1/4ICも可

【対象交通】

【運用形態】

高速道路と近傍の民間施設を直結するインター
チェンジについて、民間企業の発意と負担によ
る整備を可能とすることで、高速道路を活用し
た企業活動を支援し、経済の活性化を図る

【 目 的 】

【支援制度】民間事業者のIC整備費用の一部を無利子貸付
民間事業者がIC整備に係る土地を取得した
場合の登録免許税の非課税措置※

（※令和６年3月末まで実施）

＜ 民間施設直結スマートインターチェンジ とは＞

スマートインターチェンジ・民間施設直結スマートインターチェンジの整備

高速道路本線

一般道路

民間施設

直結路
【アクセス道路】

料金所 直結路
【ランプ】

接続路

接続路料金所直結路
アクセス道路・ランプ

地方公共団体高速道路会社民間施設管理者

開 通 160箇所
事 業 中 47箇所
準備段階調査 7箇所
（令和6年6月10日時点）

開 通 2箇所
（令和6年6月10日時点）
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